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予算規模
平成１７年度における府内市町村（大阪市を除く。）

の普通会計予算額は、１兆８,７４２億１５百万円で、前年
度と比べて９５億１２百万円、０.５％の減（以下、文章
中の増減率は特に断りのない限り、平成１６年度当初
予算との比較である。）となっている。
平成１７年度地方財政計画の歳入歳出規模が１.１％の減
少となったのに対し、府内市町村の普通会計当初予算
は前年度と同水準となっている。しかしながら、前年
度の大幅な減少（対前々年度２.７％減）を勘案すると、
引続き緊縮型予算という傾向が続いていると言える。
なお、前年度は３市２町（茨木市、大東市、泉佐

野市、太子町、田尻町）が骨格予算となっていたの
に対し、平成１７年度においては、柏原市、高石市、
島本町の２市１町が骨格予算、泉南市が暫定予算と
なっている。

歳　入
市町村税は、地方財政計画は３.１％の増加となっ

ているものの、府内市町村では８,４２７億円で０.５％の
減と前年度と同水準であった。
主な税目をみると、市町村民税は３,３７５億８４百万

円で４.２％の増（所得割０.４％増、法人税割２５.１％
増）、固定資産税は３,７５４億２６百万円で３.８％の減、
都市計画税は７６３億１７百万円で５.３％の減、市町村た
ばこ税は３８０億８３百万円で１.９％の減となっている。
なお、歳入総額に占める地方税の割合は４５.０％と
なっており、前年度と同水準であった。
地方譲与税は、国庫補助負担金等の見直しに伴い

所得譲与税が増となったことなどにより、３６８億１８
百万円で３９.４％の大幅増となっている。
このほか、利子割交付金が５８億５８百万円で３２.８％
の大幅な減、地方消費税交付金が５７７億８０百万円で
１.０％の増となっている。一方、地方特例交付金は
２９７億６１百万円で４.４％の減となっている。
地方交付税は１,９４１億８６百万円で３.９％の増となっ
ており、地方財政計画の伸び率（０.１％増）を大き
く上回っている。これは、地方税収入の減を反映し
たものと考えられる。その内訳としては、普通交付
税が１,８１９億４百万円で６.３％の増、特別交付税が
１２２億８２百万円で８.１％の減となっている。
また、国庫支出金は２,５６９億３５百万円で０.７％の増
となっている。これは、三位一体改革により見直し
されたものがあるものの、扶助費の増などによる。

繰入金は、５９３億４９百万円で前年度に１７.３％の減
となっている。これは、財政調整基金、減債基金及
びその他特定目的基金からの繰入れが減少したこと
などによる。
市町村債は、１,３９４億９２百万円で９.１％の減となっ
ている。このうち、地方財政対策において通常収支
の不足分を補てんするための赤字地方債である臨時
財政対策債が、６２４億４６百万円で２２.２％の減と昨年
に引続き大きく減少している。

歳　出
目的別内訳では、民生費が６,６８０億８６百万円で

２.９％の増、総務費が１,９９０億９６百万円で１.４％の増
となっているものの、教育費が１,９８９億４９百万円で
６.８％の減、土木費が２,７０４億９２百万円で０.５％の減
となっており、全体では０.５％の減となっている。
次に、性質別内訳では、人件費が４,３９１億９５百万

円で、３.４％の減となっている。これは、職員数の
削減などによる。
扶助費は、３,９５９億７５百万円で３.８％の増となって
おり、これは、生活保護費の増などによる。
公債費は、２,００４億２１百万円で０.６％の減となって
おり、人件費、扶助費及び公債費を合わせた義務的
経費は、１兆３５５億９１百万円で０.２％の減で前年と同
水準となっている。
また、普通建設事業費は、単独事業費が１,０４５億

５４百万円で３.６％の減となっているものの、補助事
業費が４６８億４３百万円で５.３％の増となっていること
から、全体では１.０％の減にとどまっている。
その他の経費では、物件費は、２,３０４億９９百万円

で１.０％の減となっている。このうち、需用費は４５０
億９６百万円で４.１％の減、委託料は１,３４１億４４百万円
で２.９％の減となっている。
積立金は、５９億１４百万円で３４.８％の増となっている。
これは、財政調整基金は５１百万円で８５.２％と大幅に
減少しているが、減債基金が１５億３１百万円で１,９８９.７％
の増、その他特定目的基金は４３億１１百万円で２０.６％
の増とそれぞれ大幅に増加したことなどによる。
投資及び出資金は、２５億５２百万円で１０.７％の増と
なっている。
繰出金は、２,２０５億８８百万円で０.９％の増となって
いる。これは、資本費平準化債の拡充などにより下
水道事業会計への繰出金が減少しているものの、介
護保険事業会計などの各保険事業会計への繰出金が
大きく増加したことによる。

平成17年度府内市町村当初予算の概要

普通会計当初予算額調
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大阪府総務部市町村課（問い合わせ：０６－６９４１－０３５１（内線２２１６））
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平成１７年度当初予算
普通会計（除大阪市）

（歳入）

（単位：百万円、％）
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（歳出）
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平成１７年度普通会計当初予算額調（歳入）
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平成１７年度普通会計当初予算額調（歳入）
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平成１７年度普通会計当初予算額調（目的別歳出）
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平成１７年度普通会計当初予算額調（目的別歳出）
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平成１７年度普通会計当初予算額調（性質別歳出）
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平成１７年度普通会計当初予算額調（性質別歳出）
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